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　　９月定例会

令和２年度 各会計の決算状況

一般会計歳出額（使われたお金）490億1,308万円

総歳出額（使われたお金） 700億102万円

歳入（収入）

特別会計

国民健康保険

後期高齢者医療

介護保険（保険事業）

介護保険（介護サービス事業）

休日夜間急患診療所

水道

下水道

（収益的収入・支出）

（資本的収入・支出）

（収益的収入・支出）

（資本的収入・支出）

一般会計

公営企業会計

合　　計

合　　計

総  合  計

歳出（支出）

517億 7,925万 6,382円

91億    407万 9,099円

8億 6,185万 6,722円

62億 7,618万 6,874円

2,581万 3,713円

6,701万 4,017円

163億 3,495万    425円

14億 2,633万 2,188円

2億 6,808万 8,392円

23億 4,252万 4,198円

9億 2,043万 6,947円

49億 5,738万 1,725円

730億 7,158万 8,532円

490億 1,307万 5,868円

82億 2,698万 7,889円

7億 6,990万 4,117円

60億 1,554万 8,680円

1,250万 1,106円

5,925万    944円

150億 8,419万 2,736円

12億 7,891万 6,751円

9億 6,390万 7,213円

19億 8,210万 2,662円

16億 7,882万 3,922円

59億    375万    548円

700億    101万 9,152円

一般会計歳入 一般会計歳出

国庫支出金

　27.3％

市税 25.9％
市債

9.6％
雑収入 6.4％

繰入金 6.0％

地方交付税 5.6％

県支出金 5.6％

財産収入 4.0％

繰越金 3.6％

地方消費税交付金 3.5％
使用料及び手数料 0.6％

その他 1.9％

総務費 39.7％

民生費 23.4％

教育費

 9.6％

土木費 6.5％

商工費 5.2％

公債費 4.8％

衛生費 4.0％

消防費 3.1％

農林水産業費 3.0％

議会費 0.6％

労働費 0.1％

・

・・・
・

・

・

・

・

・

・
・・
・・

・

税金の使い方を
チェックしました！
税金の使い方を
チェックしました！
税金の使い方を
チェックしました！

会期：９月1日～30日　30日間

みなさんが納めた税金がどのように使われ
たのか？

令和２年度の決算は、各常任委員会・決算審査特別

委員会で審査し、９月３０日の本会議で、一般会計、

特別会計（５件）、公営企業会計（２件）が認定さ

れました。

使い道について、身近な事業、新規事業などを紹介

します。
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総務費
194億4,738万円

土木費
31億7,348万円

教育費
47億2,763万円

民生費
115億365万円

商工費
25億3,802万円

消防費
15億1,895万円

新産業団地整備事業費※
　　　　　　　　　 1億1,911万円
中小企業金融支援対策事業費
(新型コロナ対策）  11億8,125万円

実費徴収補足給付事業費※
　　　　　　　　　　   4,086万円
子育て世帯への臨時特別給付金
支援事業費　　　　    1億950万円

地域情報通信基盤整備費※
　　　　　　　　　 1億5,121万円
地域公共交通事業費　　8,770万円

情報教育ネットワーク推進
事業費※　　　　　 4億3,509万円
総合運動公園整備事業費
　　　　　　　　　 8億6,154万円

消防団・女性防火クラブ活動費
　　　　　　　　　　   7,027万円
消防施設管理費　　 4億1,673万円

若者・子育て世代定住促進住宅
取得支援事業費※ 　　   2,108万円
住まいの耐震性向上推進事業費
　　　　　　　　　　　1,606万円

※地域情報通信基盤整備費
…　コミュニティFMの整備

※実費徴収補足給付事業費
…　幼児教育・保育の無償化に伴い、第２
　子以降の副食費を支援

※新産業団地整備事業費
…　新たな産業団地整備に向けて、実施設
　計や物件調査等を実施し、市街化区域編
　入等を推進

※情報教育ネットワーク推進事業費
…　国のGIGAスクール構想に基づき、児童
　生徒１人１台のタブレット整備を推進

※若者・子育て世代定住促進住宅取得支援
事業費
…　子育て世代の新築住宅及び中古住宅の
　取得に対して、固定資産税の一部を補助

　財政力指数とは、地方公共団体（都道府県や市町村）の財政の能力を示す
指標です。
　この数値が高いほど財政が豊かで、１以上の場合、地方交付税（国からの
仕送り）がなくてもやりくりできる地方公共団体です。
　真岡市は、県内14市の中で３番目に高い財政力指数となっています。
　

真岡市の財政力指数

平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

0.832 0.847 0.836 0.855


